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米国消費者信用市場の新しい動向
矢　島　保　男
　アメリカでは金融革新の時代を通して，銀行等金融機関による消費者信用へ
の対応に変化がみられる。また消費考の信用利用が可処分所得の20％近くに
も凌って，かかる信用利用をめぐる環境も変化してきた。更に小口消費者ロー
ンをもっぱらやっている消費考金融会杜も，他業界から大きな影響を受げるな
かで，新Lい進路の開拓に懸命である。近年におげるこれらの現象について紹
介的に取り上げることにしたい。
I　金融革新と商業銀行
　アメリカの金融革新（血鵬nCial　imOVatiOn）は，現象的にみれぱ，（1）預金金
利の自由化，（2）州際業務の弾力化，（3）業務分野の規制緩和の3点になると思わ
れる。ωこのうち（2）についてぱ多くの州のあいだで緩和が次第に進んでいて，
1990年頃迄には州のうちの大半が，他州の銀行の州内業務を認可するだろうと
いわれる。現在犬銀行による他州の小銀行のコルレス化が進んでいるが，これ
は州際業務の弾力化がますます前進して，将来連邦湊によって全国どこにも支
店の開設が許されるようになったとき，コルレス先を支店とした犬規模銀行の
実現を期待しているためである。それはともかく，単一銀行制度（unit　banking
SyStem）は実質的に崩れつつある。だがここでは商業銀行の消費者金融の動向
に関連させる点から，もっぱら（1）と（3）について問題にLたい。
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　金融箪新がいつ姶童ったかは議論されなけれぱならないが，その芽ぱえは既
に1950年代におげる貯蓄機関と商業銀行との競合から起ったといえる。これ
は商業銀行（FRS加盟銀行）の定期性預金の金利については規則Q（Regula－
tion　Q）によって上限規制があるのに対し，貯蓄機関（相互貯蓄銀行mutua1
saYings　banks，貯蓄貸付組合savings　and1oan　associations）のそれには，
連邦による規制がなかったことが原因であった。すなわち当時，国債管理政策
をバックに連邦準傭当局と財務省との聞に政策上の対立があり，またその和解
が行なわれた1951年後も，ビルス・オソリー政策（bi11s　on1y　po1icy）からオ
ペレーション・ツイスト（operation　twist）への政策上の変更はあったが，次
第にインフレ煩向へむかっていた。それにその後起ったベトナム戦争で軍事費
が急増したりして，このイン7レ傾向は抽率をかげられることになった。
　そこで金融機関の預金金利も次第に上昇せざるをえなかったが，上述のよう
に商業銀行は上隈規制があるのに，貯蓄機関にはこれがなかったので，定期性
預金の多くが商業銀行から貯蓄機関へ移行することになった。これに対処して
商業銀行が新たに生みだしたものの一つは，譲渡可能定期預金証書（negOti－
able　time　ceft脆cates　of　deposit一£D）であった。その後，相互貯蓄銀行に
対しては違邦預金保険公杜から，また貯蓄貸付組合に対しては連邦住宅貸付銀
行理事会から，それぞれの預金金利の上限規制が1966年に行なわれたことに
よって，かかる預金金利上の商業銀行の不利な立場は一応解消された。
　しかし1972年に再び商業銀行は貯蓄機関から挑戦を受げた。マサチューセ
ッツ州の相互貯蓄銀行がナウ勘定（negotiableorderofwit肚awa1－NOW）
の導入を許され，それが多くの州に波及したからである。このナウ勘定は小切
手振出しが可能な貯蓄預金である（もっとも個人および非営利団体等に限定さ
れ，上隈金利は年5，25％であった）。当塵預金については法的に利子が付げら
れない商業銀行は，貯蓄預金を出納に利用させ，Lかも利子を付げるというの
はおかLいとして，大きく反対したが，繕局，1980年12月に施行された預金受
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託機関規制廃止・通貨統制法（Depository　Institution　Deregu1ation　and
Monetary　Control　Act）によって，商業銀行にもナウ勘定が認可されたこと
によって解決された。
　さて，この後，預金金利の自由化が一段と進み，本格的な金融革新時代に入
ったのは1970年代の後半からで，証券会杜または投資銀行によって商業銀行
に向けて仕掛げられたものと考えられる。そしてそれは具体的にいえぱ，いわ
ゆる自由金利商品の登場ということで，MMF（money　market　fmds）や
CMA（cashmanagementa㏄ounts）などの出現であった。前者は短期金融市
場証券（CD，CP一コマーシャル・べ一バー，TB一財務省証券）を対象とした
投資信託で，比較的高い利回りになり，単位は500ドルから1，000ドルぐらい
で大衆に向いており，しかも換金が容易で，元本も保証されるという点で，高
金利が続くアメリカでは，比較的所得の高い投資家にとっては，Q規則で上限
金利が低く押えられている商業銀行の定期性預金よりも魅力がある存在であっ
た。また後老はMMFの仕組に加えて，有価証券投資相談サービスを組合わせ
た金融資産総合口座といえるもので，r特にリーテル・バソキングをターゲッ
トとしている大口資産保有個人向げ商品であるということから，銀行に与える
衝撃は大きい」屹ヨといわれた。
　このような証券業界からの籏極的な攻勢による預金流出に対処するため，商
業銀行も新商品を開拓しなけれぱならなかった。その結果とLて現われたのが
MMC（money　market　cer雌cates）やMMDA（money　market　deposit
accomts）在どであった。前者は6ヵ月物TBの入札レートに金利を連動させ
る6ヵ月定期預金であり，また後考は，金利には上限規制はなく，各銀行が自
由に選択することができ（ただし預金の平均残高が2，500ドル以下になると規
制金利5．25％が適用される），預金期間にも規制はない。そして預金奏は月6
回まで預金の振替えができる（LかL小切手振出Lは3回まで）。
　これらの対応によって商業銀行は1982年半ぱまで続いたディスインターミ
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ディェーショソ（disintemediation一銀行等から証券市場への資金のシフト）
を一応回避できたといわれる。
　もっとも，以上述べてきたところで説明した各種の商品ば，新規商品のうち
の代表的なものだげを挙げたのであって，実際に貯蓄機関や証券会杜や商業銀
行が工夫してつくったものの種類は極めて多かったといえる。
　しかしここで注意しなけれぱならないことがある。貯蓄機関や証券会杜等と
の競合の結果，商業銀行が創造した新規商品は，どれも金利その他の一煮でコス
トがかかるものぱかりであったことである。新規商品の出現は，どの機関にと
っても，他機関よりも顧客に対して有利な金利と利便とを与えることによって，
顧客獲得に努めるためのものだからである。
　そこで商業銀行としては新規商品のコスト高を克服するために，（1）経営面で
極カコストを低下させるとともに，（2）これまでよりも蚊益の上る商品を開拓す
ることが必要となった。（1）の面ではコンピュータの一層の利用によって物件費
や人件費の引下げを図ること，たとえぱ通信回線をこれまで以上に利用して電
子資金振替え制度（eIectronic　fmd　transfer　system）を使い，小切手にかか
るコストをばぶくことに努力し，（2）の面では“）クレジットカードについて手数
料をとったり，（口）企業の合併や買収の斡旋・仲介業務（M＆A－merger　and
acquisitions）をやり出したり，ωレバレッジド．バィ．アゥト（LBO＿lever－
aged　buy　out）の資金調達に関係するようになった。竹）については，これまで
通常のクレジヅトカードに関しては，ほとんどの銀行がやらなかったが，いま
では多数の銀行が乗り出している。（口）はこれまで証券会杜や投資銀行がもっぱ
らやってきたことであり，融資による利鞘をかせぐことを本来的業務とする銀
行とLてば，かかる業務へ向うことは間題であるが，M＆Aに伴う資金需要
を起すことができるし，その手数料も大きいといわれる。セ帆株式を公開して
いる会杜が，自からの資産を担保にして銀行等から資金を調逢し，その資金で
自杜株を買い戻して，非公開企業にすることで，これはその会杜が買収されそ
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うなときに起る現象である。銀行にとっては，多額の貸出を必要とするだけに
リスクは大きいが，それだけに高い金利が敢れるので，儲けも大きいのであ
る。
　かくして金融革新によって商業銀行の業務の重点も次第に変化しはじめた。
かつては多くの銀行にとって消費者信用は大衆と密着するためだげではなく，
収益の面でも極めて重要なものであるという認識が強かったが，いまや消費者
信用をある程度減少させても，より収益の大きい業務へ乗り出すべきであると
いう考えが出てきた。殊に大規模な銀行のなかには，大企業取引に特化して，
投資銀行部門を強化Lようとする頓向が出てきたものが少たくない。またそう
でなくても，大企業，中小企業，個人の三老への融資やサービスをもう一度検
討しなおし，総合金融機関化への途に努力しているものが多い。もっとも，小
規模な銀行は，相互に合併して大銀行化を図るものもあるが，消費者信用と商
業貸出に力を入れて，その所在する地域でのコミュニティ銀行（COmmunity
banks）に特化Lようとするものもある。
　なお，ユ980年代の初め消費者信用供与機関のなかの商業銀行のウエイトは低
下していたが，1983年以後そのウユイトは回復してきていた。しかL1986年
に入ると再びそれがダウンしたが，その原因の一つは，金融革新をバックにし
た銀行の倒産増大とも関係があるとみられる。というのは，1980年代に入って
倒産件数は年々増加L，1980年が10件だったのに，1986年には138件にもな
り，しかもこれらのうちの大部分が預金量5，O00万ドル以下の小規模な（消費
老信用業務のウエイトが高い）ものだったからである。帽〕
　もっとも，1986年のダウンは消費老信用の需要側にたつ家計部門の動きが影
響・したことも考えられる。すなわち消費者ローンの金利負担に対する所得控除
の一部が廃止されたことや，可処分所得に対する消費老信用の割合が・これ以
上信用供与を受けても，返済が困難になるほど大きくなったこと（1986年末で
19，3％）等々である。
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表1各種クレジヅトカードを
全クレジットカード
「…い…■…
小売業ヵ一ド
・…：・…
（世帯の所得）
5，O00ドル以下
5，000一一7，499　ドノレ
7，500－9，999　ド／レ
10，OOO－14，999　ドノレ
15，000－19，999　ドノレ
20，OOO－24，999　ドノレ
25，O00－29，999　ドノレ
30，000－39，999　ドノレ
40，O00－49，999　ドノレ
50，O00ドル以上
15
19
19
31
46
56
62
72
76
82
21
24
27
41
56
66
72
78
87
91
18
29
33
49
64
71
78
87
88
95
15
19
22
31
47
53
59
68
76
79
1垂
25
26
40
55
62
67
76
81
83
（世帯主の年齢）
25歳以下
25一説歳
35－4歳
45一製歳
55一磁歳
65－74歳
75歳以上
42
61
57
60
46
37
20
39
65
72
68
61
49
34
38
61
73
69
72
60
35
29
53
63
56
52
39
25
32
52
63
61
62
53
26
（世帯主の教育）
小学校（O～8年）
中学校（9～11年）
高等学校
専門掌校程度
大学
25
40
58
59
82
30
45
62
70
89
30
46
62
71
90
24
39
52
59
73
25
38
55
62
77
（世帯主の職業）
専門職（高級技術者を含む）
会杜のマネジアー
自営
事務員
技師，職長
職人，労務老，サービス従事者
農夫（農場経営者を含む）
全世帯
n．a．　　　84
n，a．　　　86
I1．a．　　　69
n．a．　　　69
i1，a．　　　61
I1．a．　　　43
n．a．　　・33
50　　　60
83
86
75
73
64
45
37
62
72
67
51
59
51
42
24
50
69
77
64
65
55
38
29
54
注　‡はoコ5％以下
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利用している世帯の割合
（単位・％）
銀行カード
1970 1977 1983
オイ1レカード
1970 1977 1983
T＆Eカード
1970　　　　1977　　　　1983
　2
　3
　2
　7
12
15
21
25
31
38
　8
　4
　7
15
26
31
41
53
58
73
　4
12
19
26
36
40
49
63
70
80
　7
　9
11
18
28
33
42
50
57
68
　9
　8
11
16
24
30
32
41
54
67
　3
　6
14
16
19
22
31
40
43
61
　1
3248712
10
13
34
＊
　1
　1
　2
2
　3
10
12
31
＊222
　5
　6
10
13
14
17
12
20
23
19
12
　7
　3
16
40
49
40
36
20
11
20
37
52
45
50
37
16
23
41
39
39
34
25
10
12
31
42
39
34
27
16
　8
20
30
30
37
26
15
　5
10
11
12
10
　6
　3
　2
　7
12
12
　6
　3
　4
　7
10
13
10
11
　5
＊
　5
10
18
20
34
13
21
32
41
69
14
25
36
48
70
14
23
36
42
68
12
18
29
37
63
816
19
30
53
　3
4
　9
15
22
　1
　2
4
12
21
　1
　2
4
11
27
31
30
16
21
22
10
　7
59
63
45
39
34
18
16
62
67
49
49
37
24
27
n，a．
n．a．
n，a．
皿．a．
n．a．
n，a，
n．a．
56
54
48
34
29
16
18
43
μ40
30
23
12
18
n．a。
皿。a，
n．a．
一1．a．
n．a．
n．a，
n．a、
14
22
19
　7
　3
　1
　4
19
25
19
11
　4
　1
　1
16 35 40 34 32 26 9　　　　7　　　　9
（Fode固1R棚岬eB㎜e伽J㎜岨町1987，PP．ト5．）
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　いずれにLても，いまや消費老信用残高が種めて大きくなったアメリカでは，
商業銀行が経営戦略的にこれを今後いかに取扱うかを再検討しなけれぱならな
くなったといえる。
皿　カードの利用とクレジット・アベィラビリティーの調整
　アメリカの上院（Senate）で，クレジットカードの手数料に対し，全国的な
法的規制が必要ではないかという見解が出された。商業銀行の年間純収益率を
みると，カードのそれは1972～85年平均では1．9劣で，不動産低当貸付の2，3
劣，商業その他への貸出の2．8劣に較べて，可成り低かったが，1984年と1985
年ではそれぞれ3．4％と4．0劣に急激な上昇をみたからである。そこで違邦準
傭制度理事会ば1987年に数人の専門家に研究・調査を依頼した。かかる研究・
調査のなかで，ユーザーによるカードの利用状況が明らかになったので，ここ
でその紹介をすることにしたい。｛51
　表1をみると，どのよう底カードを世帯のうちのどのくらいが（100世帯の
うちのなん劣が）利用しているかがわかる。
　まず全世帯について1983年のところをみると，次のことが明らかになる。
（1）62％がなんらかのカードを使った。（2）54劣が小売業カードを，26劣がオイル
カードを，9劣がT＆Eカード（travel　and　entertainment　cards）を使っ
たこともわかる。そLて（3）オイルカード以外は，1970年，1977年に比較して，
カード利用世帯の割合が増加している。
　なぜオイルカードについて利用世帯の割合が滅退したのであろうか。これは
若干の石滴会杜が自杜カード（単一目的カード）の発行をやめたり，銀行クレ
ジットカードを受入れたことによるのであるが，これと同じことが，小売業カ
ードについてもいえる。というのは，1977年と1983年とをくらべると，小売
業カードば50→54（すなわち8％の増加）であるのに対し，銀行カードは35→
40（すなわち！429％）も増加しているのであるが，このように世帯への浸透
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度において，小売業カードが銀行カードに比較して遅いのは，小売業のなかで
自杜カードの発行を押えたり，銀行カードの加盟店になったりLたためと考え
られるからである。
　また既述したことでもわかるように，1984～95年に銀行クレジヅトカードの
収益率が大きく上昇Lたが，ごれは好景気（favorable　economic　trend）と，
次第に厳しくなっている信用調査などをバヅクにLたファンデソグ・コスト
（fmdi皿g　COSt）の低下などによるが，上述のようなオイルカードや小売業カ
ードに起った新しい傾向にもよっているとも考えられる。
　次に世帯主の所得，年齢，教育，職業によるクレジットカードの利用状況を
みることにしようo
　まず所得の高い世帯ほどカードを利用していることがわかる。これは当然な
ことかも知れないが，T＆Eカードをみると，1970→77→83年と，5万ドル
以上の所得世帯のところで減退していることが注目される。これも銀行カード
の普及と関係あると思われる。1976年にそれまではピサもマスターも，一つの
銀行は一つのカード・プラソだげと関係するような方針をとっていたのに，そ
れが同じ銀行が両方のカードを発行することを許したために・その後数年聞に
わたって銀行閻にカード競争が起ったこと，また銀行がカード顧客として所得
の高い層を新しいターゲットにしたことが，T＆Eカードの利用の減退を引
き起こしたものと考えられる。
　年齢に関係しては余りはっきりした傾向はみられたいが，全体とLては35歳
から64歳のあいだがカード利用の世帯が多いといえる。
　教育については，高い教育を受げるに従ってカードを利用する世帯が増：大L
ていることがわかるが，一般的にいって教育の萬い人ほど収入（所得）も多い
ことと関連しているので，かかる結果になっていると思われる。
　職業についても，上記のr教育」の場合と全く同じことがいえる。
　さて；この研究・調査でもうひとつ注目されるのは，リボルビソグ信用（re－
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vO1▽ing　credit）の利用状況である。アメリカでは銀行カードと小売業カード
の多くがリボルビングで，ユーザーは返済日に一度に全額を支払ってもよいし
（この場合には金利や手数料は敢られない）また決められたやり方で，その一
部を返済し，残額の支払いを次の返済日まで延ぱすこともできる（この場合に
は残額に対し月1，5％たいし2，0％ぐらいの金利や手数料が取られる）。では
果Lてユーザーの返済はどうなっているだろうか。表2をみよう。
　まず全世帯についていえぱ，返済則こ全額を支払う世帯が約半数であること
がわかる。そして残りの世帯はrときどき全額払い」と「めったに全額払いを
しない」とに約半数ずつに分かれる。つまりリボルビングをよく使う世帯と，
常時使う世帯とがほぽ同じく・らいなのである。
　次に世帯主の所得，年齢，教育，職業による返済方法をみよう。
　所得の差によって，きわだった相違はみられないが，rめったに全額払いを
しない」（常蒔リボを使う）が1977年にくらべて1983年が，そのウエイトを大
きく増Lていることが注目される。ことに5万ドル以上という高所得世帯でも，
リポによる支払いが大きくなっている。
　年齢では，年をとるほど全額払いの比重が高くなっていて，リポを利用する
比重が減退してい乱Lかしそれでも1977年と1983年とを比較すると，常時
リボを利用することが増大している。
　教育および駿業では，その稿違によって，とりわけ違った優向がみられない
が，この両老についても，常時リポを使う比重が増加している。
　かくLてユーザーによるリポルビング信用利用の傾向が増大していることが
明らかになったが，そこで信用供与機関にとっては，かかるリポ信用の増減を
アレソジする手段がいまや重要になってきた。かかる手段のひとつはリポを利
用したときにユーザーが敢られる金利ないL手数料を上げ下げすることであり，
いまひとつはグレース・ピリオド（駆ace　period）とよぱれる支払い猶予期問
を短かくしたり長くしたりするごとである。前者については州によって月2．0
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銀行カードないL小売業カードを利用する世帯の返済方法による分布
（世帯の所得）
　5，OOOドル以下
　5，OOO－7，499　ドノレ
　7，500－9，999　ドノレ
　1O，OOO－14，999　ドノレ
　15，O00－19，999　ドノレ
　20，000－24，999　ドノレ
　25，O00－29，999　ドノレ
　30，000－39，999　ドノレ
　40，OOO－49，999　ドノレ
　50，O00ドル以上
（世帯主の年齢）
　25歳以下
　25－34歳
　35一仏歳
　45－54歳
　55－64歳
　65－74歳
　75歳以上
（世帯主の教育）
　小学校（O～8年）　　　≡
　中学校（9～11年）　　　」
高等学校　　　　　　　「
　専門学校程度　　　　　　」
　大学
（世帯主の職業）
婁麟繁鍔磐を含む）1
　自営　　　　　　　　　　1
　事務員　　　　　　　　≡
　技師，職長　　　　　　　1
　職人，労務着，サーピス従1
　　事者　　　　　　　　　1
　農夫（農場経営老を含む）　≡
全世帯（銀行カードないし小一　売業カードを保有する）　　≒
注　‡はo．5劣以下
ほとんど常に
全額払い
1977　　　　1983
54
52
45
44
41
42
55
56
61
78
38
43
41
47
60
77
85
43
49
51
48
43
41
45
46
43
60
39
37
35
46
54
76
76
57　　　49
46　　　　47
46　　　46
47　　　　41
58　　　　52
57
53
65
48
46
40
68
49
50
50
60
μ44
40
74
47
ときどき全額払い1
・…■9・・
28
18
29
31
31
31
27
26
25
16
33
33
31
29
24
13
13
19
25
27
23
27
28
23
29
31
24
28
29
33
27
24
12
12
19　　　　18
27　　　25
28　　　　26
31　　　　29
29　　　　26
30
32
16
30
28
28
24
28
11
めったに全額
払いをしない
1977　　　　1983
18
30
27
26
28
27
18
18
13
6
29
25
27
24
16
10
＊
38
27
22
28
31
31
32
25
26
16
33
34
32
27
21
12
12
24　　　　32
27　　　　27
26　　　　28
21　　　　29
13　　　　21
13
15
19
21
26
32
8
23
23
21
16
30
28
35
14
27
（ibid，P．6）
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％を隈度とするところもあるが，後者について法的規制をLている州は見当た
らない。既述したように金融革新の進展を背景に，銀行等はその経営戦略の一
環として，消費奏信用を含めた各種信用供与に再検討を加え，いずれかという
と，消費者信用に対して，その供給を厳しくする態度がみられるので，リボの
金利や手数料は引き上げ，グレース・ピリオドは短かくする方向が打ち出され，
クレジット．アベィラビリティ＿（credit　availability一信用利用可能性）は収
縮の煩向にあるといえる。
　もちろんクレジット・アベイラビリティーを収縮させる方法は他にもある。
すなわち倒信用規準（credit　standard）を厳LくLたり，⑲クレジットヵ一ド
の会員から年会費を取ったり，その会費を引き上げたり，（C）加盟店手数料を引
き上げたりする方法である。
　まず㈹であるが，現在アメリカでは新規にクレジットカードを保有しようと
する人に対して，そのクレジヅト・ヒストリー（credit　history），すなわちそ
の人がこれまで信用をどのように使ってきたかという記録が極めて重要視され
るようになった。つまりこれまでに他の債権老と信用取引をLた実績をもたな
い人に，偉用を簡単に供与する機関は極めて少なくなったのである。いい換え
れば，過去にクレジットを利用し，その返済を聞違いなくやった人だげが，追
加的信用を受げうる有力な侯補者なのである。
　過去の信用記録をもたない人としては，（1）これまで一度も信用を利用したこ
とがない老人や，杜会に出たばかりの若い人，（2）これまで夫のネームが入った
カードを共用Lていたが，死別とか離婚とかによってひとりになった婦人，（3）
遠方に引越したために，新しい住居地域のクレジット・ビューロー（信用清報
機関）になんらの記録がない人等々が挙げられる。〔剴
　そこでアメリカでは近年これらの人々がみずから信用の記録をつくり出して，
信用を確立するにはどうしたらよいかという指導がカウンセリ1■グ機関等で行
なわれている。すなわち上記の（1）の場合には，友人や両親などによって信用供
346
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与機関へ紹介してもらう。（2）については，信用供与機関にアプライしてもr否」
の返答がくるかも知れないが，そのときには均等信用機会法（Equal　credit
Opportmity　Act）によって舌30目以内たらぱ，その機関に報告したクレジッ
ト・ピューローに電話するか訪間して，自分に関する情報がどうなっているか
を無料で確かめることができるから，かかる行動を起して，自分の信用情報フ
アイルを夫のそれとは別個につくづてもらうことが必要となる。この場合には
夫であった人の信用記録が考慮されることが多い。ことに夫婦共有財産制
（cOmmunity　prOperty）を認める州では然りである。（3）の場合には，新しい
住居地域のクレジット・ビューローに，これまで住んでいた地域のビューロー
に連絡してもらいたいことを申込んだらよいというのである。
　次の⑲については，1985年にビザカードとマスターカードに関係する銀行の
うち，70行以上が通常のカードにも年会費をとるようになったが，現在では他
の多くのカードもこれにならっている。このことは個人をして保有するカード
を整理させる方向を生み出している。
　また◎は，加盟店（小売商）の経営費の上昇に影響L，商品価格を引上げる
ことによって，閻接的にユーザーの信用利用を押えるのであるが，インフレを
背景にかかる手数料もいく度か引上げられている。
　以上でクレジットカードに関するユーザーの利用状況，ことにリボルビソグ
信用利用の増大，まれこれに対応する信用供与機関によるクレジット・アベイ
ラビリティーに及ぼす手段の動きについて述べた。アメリカの消費着信用の近
年の動向の一端が明らかになったと思われる。
皿　消費者金融会杜の動向
　アメリカにおいてわが国の貸金業に比較的近い存在は消費考金融会杜（COn－
sumer五naI1ce　cOmpanies）であるが，次にかかる会杜を中心にして，消費者
信用の動きを追ってみよう。
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　まず今後消費者信用傑与機関のあいだの競争がますます激Lくなることが予
想され孔既に近年におけるカードの利用状況を説明Lたところで述べたよう
に，銀行カードとT＆Eカードとのあいだで，同じ階層の顧客を対象にした
激烈な競争状態に入っているが，このことは消費者信用傑与機関全体について
いえる。すななわちr競争の激化の原困は，消費者信用市場のこれまでのセグ
メソテーショソの，絶えず増犬している破壌であ飢総ての種類の消費老への
貸手が，いまや同じ中級階層のマーケヅトを遣っている。つまり総てがお亙い
の顧客に向って競合している」ωのである。
　このことを各機関の行動からもう少L詳しくみることにLよう。まず商業銀
行は上記のように上級階層をねらってT＆Eカードと競合しているが，同時
に中級階層への侵入にも激しく努力している。ことに既述したように金融革新
を背景にして，一層のコミユニティ・バソクを目ざす小規模銀行の消費老信用
への対応には著しい前進がみられる。また小売業はリボルビング信用を供給し
て，手数料を稼く・ことに関心をもつに至ってい㍍つまりニヤー・バンク
（near　banks）の機能を果している。更に貯蓄貸付組合はこれまでその市場を
もっぱら住宅低当市場に限っていたが，いまでは消費者ローン市場へ積極的に
入りこんできているし，信用組合もアメリカ全世帯の約半分をメンバーにし，
消費者信用市場のなかで成長が最も遠いので注目されている。要するに，各消
費者信用供与機関は，かつてのようにそれぞれ独自の分野に分かれて経営を進
めているのではなく，お互いの分野を浸食することによって，その成長を縫持
発展させようとしているのである。
　さて，このようた情勢のなかにあって，消費考金融会杜の地位はどうであろ
うか。アメリカでもわが国と同様で，消費者金融会杜のなかには，規模的に極
めて大きく，全国ネットで営業をしているものもあれぱ，逆に小規模なものも
あって一概には論じられない。小規模で機械化が進められない会杜のなかには，
競争激化のなかでその前途に不安を感じているものも少なくないが，消費著金
　348
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融会杜全体について特に間題となっていることはコストの面である。多くの人
々によってアメリカ経済のインフレ傾向はなお続くことが指摘されるが，これ
が人件費や物件費を上昇させることになる。もちろんインフレによって営業コ
ストが上がるのは他の信用供与機関にとっても同じであろう。だがこれらの他
の機関は，かかる増カロしたコストを顧客へ転嫁させることが比較的容易である
が・消費考金融会杜はそれが簡単にはできない。消費者金融会杜はその運転資
金の多くを銀行等からの借入れに俵存Lているが，運転資金の調達金利の上昇
をそのま童顧客に転嫁すれぱ，他の機関へ顧客を奪われることになるだろう。
　そこで消費者金融会杜としては，かかる結果から起る利潤マージンの圧迫を
（1）融資量を増加させる，（2）員取る賛権の質をグレード・アップさせる，（3）経営
効率を高める（従業員1人当りの融資量を増大させたり，店舗当たりの融資額
を増加させる）ことによって克服することに努めなげれぱならなくなる。こと
に経営効率を上げることが，なによりも必要となる。
　しかしアメリカでも消費考金融会杜が，他の消費者信用傑与機関にくらべて
優れている点として，いわゆるr小回りがきく」ことが挙げられる。消費者金
融会杜に関するあるパネルジスカヅションをみても，町銀行は借入れを申し込
んでも簡単にいかない，消費者金融会杜は親切にわれわれの事情をきいてくれ
る」とかr銀行は貯蓄をするところで，消費者金融会杜は借入れをするところ
である」等々，消費考一般にはサービスの点で消費箸金融会杜のほうが銀行等
よりも優れているという印象が強く，この点が消費者金融会杜の強味である。
つまり消費者金融会杜にとって，ますます激しくたる競争のなかで勝ち残って
いくには，r自分たちはサービス会杜である」ということに徹Lて，他の機関
にできないサービスの開拓に努めるべきことが強調されている。他の機関と同
じサービスで愈いアソイコール・サービス（mequalSerViCe）に努めるべきな
のである。
　また銀行をはじあとLて他の機関が顧客の層を拡げて，消費者金融会杜の顧
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客をも狙うようになったことは，消費者金融会杜にとってきわめてプラスにな
ってい点があることも無視できない。すなわち消費者金融会杜についてこれま
でなかなかぬぐい去ることができなかったスティグマ（stigma一高利貸Lでは
ないかという汚名）を一掃L，消費奏金融会杜で借りる人も銀行から借りる人
も，特別な区別がなくなったという感じを増大したことが認められる。しかも
このようなことから出てきた副産物として，消費者金融会杜の杜員の質を大き
く向上させることになった。すなわち就職先として消費老金融会杜に優秀な人
材が集まるようになったのである。サービス業にとって特に重要なことは杜員
の質であることはいうまでもないであろう。
　もうひとつ消費考金融会杜にとって顧客を惹きつげる有利な業務展開として
注目されてきたものに，第二次低当市場がある。インフレによって住宅所者者
の正味資産（equity）が増加し続けているが，この増加した資産分を経済的に
利用させる方法を低当市場が提供しているのである。しかもかかる第二次低当
を担保にした貸付に銀行は余り積極的に出ていないので，消費者金融会杜は伝
統的に競争相手（銀行等）の顧客であった上層階層へ，サービスを提供できる
チャ＝ノスをもったのである。
　また銀行のEFTシステムの進展は，消費老金融会杜にとって極めてプラス
にたると考えられる。すなわち多くの銀行カードの保有者が預金口座をもつよ
うになれば，消費老金融会杜は顧客への貸付金をかかる口座に振込むことがで
きるし，また口座からの引落しで返済してもらうこともできるからである。更
に消費考金融会杜がグループでクレジットカードヘ進出する可能性も考えられ
る。近年クレジヅトカードの保有考は，カードをもつことによって受けるサー
ビスについて敏感になってい私ことに多くのカードが年会費を取られるよう
になってから特に然りといえる。すなわち消費老はカードを選択する際に，r価
格と質のパヅヶイジ」（Price　and　quality　package）をみて選択するのであ
る。いい換えると，カードを保有するための費用（価格）と，それから受げる
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サービス（質）とをくらべて選ぶ傾向になり，必ずしもブランドにとらわれな
くなってきたのである。｛副それだげに消費考金融会杜としては，銀行等ではで
きない細かいサーピス提供をそツトーにして，他の機関がまねられないパッケ
イジを提供するカードを検討すべきであるといわれる。
　以上でアメリカ消費考信用市場における近年の競争激化は，消費者金融会杜
にとって必ずしも不利でなく，逆に経営のやり方次第では大きなプラスになる
ところが多いことが明らかになったと思われる。
　われわれは本稿でアメリカ消費老信用市場の近年におげる動きを，三つのト
ピックによってみてきた。い童やわが国の消費者信用市場も，これまでの量的
拡大から質的整傭への段階に入いろうとしている現在，かかるアメリカにおげ
る動向は大いに参考になると思われる。
注（1）第一勧銀「ハートの経済情報」’87／12．
　（2）三菱銀行「調査」（昭和56牟7月）μ5・
　（3）三菱銀行「調査」（昭和62牟8月）レ3τ
　（4）　アメリカの金融革新については，伊東・江口「アメリカの金融革命」（有斐閣選書
　　442）等を参照されたい。
　（5）　これはFedera1Reserve　Bu11etin，VoL73，Number1，January1987に掲載
　　されている。
　（6）So1ving　Credit　Problems｛or　Consumers；Federal　Trade　Commission，May
　　1985、
　（7）F1m　M，w．caspersen；The　Future　of　c㎝sumer　credit（credit，sep・／oct・
　　1985，P11、）
　（8）　Consumer　Talk－Focus　Group　Discusses　Finance　Co㎜pany　Experiences；
　　credit，July／August，1986，PP．10－11・
　（g）credit；March／April，1986，p．29。
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